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研究成果の概要（和文）：本研究では、施設一体型小中一貫教育における児童生徒の成長過程について、それを支援す
る学校側の取り組みとともに明らかにすることを目的とした。その結果、施設一体型小中一貫校における教育が、教職
員間の連携や異学年の交流を日常的に可能としており、それを継続することで児童生徒の学力向上や人間性の育成へと
結びつくことが明らかになった。国における小中一貫教育政策が進行するとともに、各地での小中一貫校も増加してお
り、本研究を通して政策提言や学校づくりにも直接携わることができた。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to clarify the developmental process of students and 
the educational practice supporting them in the primary-secondary integrated school. The education in the 
primary-secondary integrated school made it possible to interact with upper and lower students each other 
and to cooperate between teachers. As the result of their educational practice, students developed their 
academic achievement and formed their character. The educational policy about the primary-secondary 
integrated education started in the country, and many primary-secondary integrated schools were 
established by a local government. According to this study, we offered ideas to make a policy or to 
establish new schools.

研究分野：教育方法学

キーワード： 小中一貫教育

  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

 中央教育審議会「新しい義務教育を創造す

る」（平成 17 年）において「9 年制の義務教

育学校を設置することの可能性やカリキュ

ラム区分の弾力化など、学校種間の連携・接

続を改善するための仕組み」について検討す

ることが提言されて以来、小中一貫教育の構

想が各地で進んでいる。 

小中一貫教育の形態は、施設一体型と施設

分離型とに分けられる。施設一体型とは、小

中学校の 9学年および教職員が、同一校舎で

活動する小中一貫校のことである。これに対

して施設分離型とは、近隣の小中学校がそれ

ぞれの組織を維持しつつ連携する形態をい

う。例えば、東京都三鷹市では小学校 2校と

中学校 1校の計 3校が一つの学園として連携

している。そこでは、行事や時間割等の調整、

3 校間の教師による乗り入れ授業や合同研修

の実施、児童生徒間の交流活動、コミュニテ

ィ・スクール委員会の活用による地域との連

携等が行われた。施設分離型の方が現実的に

は取り組みやすい反面、統一した教育目標・

教育課程の下、9 年間を見通した指導体制で

実践するには、施設一体型の方が効果的であ

る。 

本研究グループは過去に、科学研究費基盤

研究Ｃ「小中一貫教育における 4-3-2 学年制

が児童生徒の学力・態度形成に及ぼす影響」

（平成 19～22 年度）において、理論研究と

ともに東京都品川区の小中一貫校を中心と

した実証的研究を行ってきた。具体的には、

授業観察、上級生と下級生との交流や合同部

活動といった異学年交流の観察、児童生徒に

対する質問紙調査、教職員に対する聞き取り

調査等、多方面から分析した。 

この研究を通して、施設一体型一貫校にお

いては、異学年交流が活発に行われており、

下級生の上級生に対する見方も好意的であ

ること、9(中学 3)年生は最上級生としての責

任感および不安が高まる一方、6 年生のリー

ダーシップが低いこと等が明らかになった。

また学校および教師は、4-3-2 学年制の中で、

中学校で行っている授業および生徒指導の

様式を 5・6年生に対して取り入れることで、

「中 1ギャップ」への対応を図ろうとしてい

ることもわかってきた。 

小中一貫教育は展開期および完成期を迎

えており、施設一体型小中一貫校の初年度に

入学した児童は中学校段階の卒業期を迎え

る。これまでの研究を継続しながら、小中一

貫校における児童生徒の9年間の成長ととも

に、そこでの教育がどのように完成していく

かを見通すことも重要と考え、本課題を設定

した。 

 

２．研究の目的 

本研究では、施設一体型小中一貫校におけ

る児童生徒の成長過程について、それを支援

する学校側の取り組みとともに明らかにす

ることを目的とする。具体的には、次の 3点

を課題とする。 

 

(1) 施設一体型小中一貫校における児童生

徒の学習および生活上の特徴 

施設一体型小中一貫校に1学年から入学し

た児童生徒を主たる対象として、どのような

学習および生活を行ってきたかについて、特

徴を明らかにする。その際、これまでの研究

成果も利用しながら、4-3-2 年のまとまりに

即して、それぞれの時期ごとに学習や生活に

おける成長過程を具体化する。 

 

(2) 児童生徒による小中一貫教育の受け止

め方や将来に対する意識 

児童生徒は、施設一体型一貫校での学習お

よび生活をどのように受け止め評価したか

について明らかにする。また、小中一貫教育

が従来型の小中学校と比較して児童生徒の

態度や人格面で違いがあるかについて考察

する。さらにキャリア形成という観点から、

小中一貫校の児童生徒が将来の進路や夢と

いう点でどのような特徴をもっているかに

ついても検討する。 

 

(3) 9 年間を見通した指導および児童生徒の

成長を支援する取り組み 

小中一貫教育において、学校は多くの新し

い取り組みを行ってきた。これらを含めた

日々の教育実践を整理することによって、ど

のような点が児童生徒の成長に寄与してい

るかについて検討する。また、開校以来実践

してきたこれらの取り組みがどのように完

成していくかについても明らかにする。 

 

本研究を通して、現在および今後小中一貫

教育に取り組む全国の教育委員会や学校に

対して新たな知見を提供するとともに、「義

務教育学校」のあり方に対しても、有意義な

示唆をもたらすと思われる。 

 



３．研究の方法 

上記の目的を達成するために、本研究では

以下の 3点から研究を進める。 

 

(1)小中一貫教育の全国的動向 

 小中一貫教育は、初期の試行的段階から本

格的実施へと発展している。施設一体型小中

一貫校についても、北海道三笠市、大阪府箕

面市、広島県府中市、福岡市、宮崎県美郷町

等多くの地域で開校されるとともに、社会教

育施設と一体化した小中一貫校づくり等の

新たな構想も見られる。これらの取り組みに

ついて、現地調査を行いながら全国的動向お

よび特徴を分析する。 

 

(2)施設一体型小中一貫校における実践の整

理および分析 

 異学年交流および授業分析を中心に、施設

一体型小中一貫校での教育実践について観

察および記録を行う。それとともに、これま

での研究成果も活用しながら、開校以来の実

践を整理する。その際、それぞれの活動がど

のような意図の下に行われ成果と課題があ

ったか、さらには児童生徒がどのように変容

したかといった点を中心に特徴を分析する。 

 

(3)児童生徒に対する質問紙調査 

 過去の科学研究費研究において実施した

質問紙調査を継続する形で、同内容の調査を

今回も実施する。対象は、前回実施した施設

一体型小中一貫校および施設分離型の小中

学校からそれぞれ数校ずつ選定して、各学校

に在籍する 1-9 年生全員を対象にする。主な

質問項目としては、教科担任制、異学年交流

やお世話活動とそれに伴う異学年の印象、進

級・進路、情緒面や友人関係を含む社会力を

取り上げる。 

 

(4)研究のまとめと「義務教育学校」づくり

における視点の構築 

 これまでの研究の結果をまとめ、施設一体

型小中一貫校における児童生徒成長の成長

過程について、学校の教育実践と関連づけな

がらどのような特徴が見られるかを考察す

る。またこの成果にもとづいて、義務教育学

校が児童生徒にとってどのような意義と課

題をもっているかや、学校づくりにあたって

教職員や教育委員会がどのような点に留意

すればよいかについての視点を構築する。 

 

４．研究成果 

本研究の成果を、研究課題に即して述べる

と次のようになる。 

第一に、施設一体型小中一貫校における児

童生徒の学習および生活上の特徴について

は、入学・卒業式や集会、運動会や文化祭、

遠足やお世話活動といった行事とともに、授

業や中学生の小学生に対する補習（リトル・

ティーチャー）、さらには縦割りでの清掃活

動等、幅広く行われている。それは中１ギャ

ップの解消にとどまらず、異学年間の壁や意

識を取り払い、1-9 年生の児童生徒および教

職員による一体感のある学校づくりに寄与

している。また中学生の小学生に対するお世

話活動については、中学生の脇役としての振

る舞いによって、小学 1年生と中学生との相

互行為の様子が変わってくることを確認し

た。さらに中学生が抱く小学生観の構造につ

いては、「マイナー・イメージ因子」「メジ

ャー・イメージ因子」「プラス・イメージ因

子」「マイナス・イメージ因子」の 4つから

成り、施設一体型に通う中学生の方が、「し

っかりしている」「力が強い」「優しい」「よ

く見ている」といったマイナーなイメージを

小学生に対して抱く者が多いことが明らか

になった。 

第二に、小中一貫教育の受け止め方や将来

に対する意識については、以前実施した調査

結果と概ね同様の傾向であったが、小中学校

間の差が解消されて一貫教育が浸透したと

思われる部分と、児童生徒の意識の低下した

部分とが見られた。すなわち、調査を実施し

た地区の学校においては、児童生徒は教師の

ことを気軽に話ができて助けてくれる存在

と好意的にとらえているが、内面的なつなが

りについてはそれほど深くなかった。教科担

任制については、全教科とも児童生徒は良い、

あるいは楽しみにしており、特に理科、体育、

家庭科、音楽、図工、英語といった教科にお

いて顕著である。異学年交流については、低

学年の上級生に対する評価や意識は高く、施

設一体型ではその傾向が強かった。進級・進

路については、各学年とも責任感が強いが、

学年が進むにつれて不安や困難感が増大す

るとともに、施設一体型小中一貫校であって

も中学受験を考える 6年生が多くいて、小中

一貫教育は不完全な状態で進んでいた。社会

力については、児童生徒は相手の気持ちを考

え新しいことに挑戦するといった前向きな

姿勢が見られる一方で、施設一体型の児童生



徒は勉強や友人関係および情緒面といった

点で課題も見られた。 

 第三に、9 年間を見通した指導および児童

生徒の成長を支援する取り組みについては、

例えば「つくばスタイル科」においては発信

型のプロジェクト学習を通して、国際社会で

活躍するためのスキルや自らの力で問題を

よりよく解決する態度を育てることを目的

とした、思考、行動、行動の際の手段・道具、

世界市民をはじめとする６種 12 の力が構成

されていた。また、中学校の学習環境整備に

おいて小学校の様式を取り入れることや、中

学生に対する家庭学習指導を小中学校の全

教員で行う取り組みも見られる。だが、総合

的な学習の時間に関する小中一貫教育カリ

キュラムを作成する過程においては、小学校

では単元を前提に、中学校ではテーマ領域を

前提にしたカリキュラムと評価規準が設定

されるという違いがあった。施設一体型小中

一貫校においても、行事の日程が異なること

や、異校種の指導に難色を示す教員も見られ

た。これらを学校文化の違いとして見過ごす

のではなく、異校種間の教員の自主性や、チ

ームとしての小中学校の仕組みづくりによ

って、小中一貫校として発展させていた点に

小中一貫教育の意義を見出すことができた。 
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